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我が国の高等教育における質保証を伴う学生の流動性の拡大に向けて 

国際的・戦略的視点に立った情報収集・発信の主体となる機能の強化について 
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１． はじめに 

○ これまで政府においては，「日本再興戦略」（平成 25 年６月閣議決定）等において

日本人留学生の倍増や留学生 30 万人計画の実現等を掲げている。本提言は，こ

のような目標を実現するに伴って我が国の大学等が直面すると想定される具体的

課題を整理し，その対応に際して特に情報収集・発信について政府・大学・民間等

が果たすべき役割についてまとめたものである。 

 

 

２． 背景 

（１）高等教育における学生の流動性の拡大 

○ 近年，高等教育のグローバル化は急速に進展しており，特に学生の流動性につ

いては，2000 年には 207 万人であったのが 2012 年には 453 万人になり，2025 年に

は 770 万人におよぶと推定される1など，世界的な比較の尺度として大学ランキング

等が参照され，より良い教育研究環境を求めて世界規模で学生が移動し学ぶ傾向

が高まっている。 

 

○ 我が国の高等教育は，明治期の制度創設以降，これまで母国語による学問の発

展や知の蓄積を遂げ，世界トップレベルの教育研究を実現するに至っているが，今

後，高等教育のグローバル化や学生の流動性の拡大に対応し，高等教育の世界

的・アジア的拠点を我が国に形成し，多様性のある大学キャンパスを実現するため

には，各国以上に戦略的な取組が必要となる。 

特に，我が国においては，平成 20 年度に「留学生 30 万人計画」を掲げ，積極的

な留学生獲得施策を展開しているところであり，各国が優秀な留学生の確保にしの

ぎを削る中にあっては，単に留学生施策を充実させるだけでなく，我が国の高等教

育の質の高さや魅力についてより戦略的に発信していくことが求められている。 

 

 

                                                   
1 OECD“Education at a Glance” 



 
 

2 
 

（２）学生の流動性の拡大に対応するために世界的に行われている取組 

○ 学生が国境を越えて学ぶ際，支障なくその学びを継続するためには，過去に取得

した学位等が，他国においても公平・公正に取り扱われることを各国は確保する必

要がある。 

こうしたことから，例えば欧州においては，「欧州地域における高等教育の資格の

認定に関する条約」（通称「リスボン条約」）が 1997 年に採択されて 1999 年に発効し，

①実質的相違が認められない限り，外国学位等を自国の学位等と同様に取り扱う

こととし，学生が安心して国境を越えた学修に臨めるようにするとともに，②自国に

向けては他国で取得された学位等の認定に係る情報を提供し，他国に向けては自

国の学位等の高等教育の資格並びに教育制度等について正確な情報を発信する

ナショナル・インフォメーション・センター（NIC）の設置等を通じて，受入れ国・大学が

円滑に留学生を受け入れるための体制を整備するなどしている。（アジア太平洋地

域においても同様に，通称「地域条約」が改正され，「ユネスコ高等教育の資格の認

定に関するアジア太平洋地域条約」（通称「東京条約」）が 2011 年に採択されたが，

批准国数が規定数を満たしていないため，いまだ発効はしていない。） 

また，欧州においては，学位取得者の学修内容を共通の様式で示す学位証書補

足資料（ディプロマ・サプリメント）を導入し，学修内容の透明性・比較可能性を高め

ることにより，国境を越えた学修者について，学位等の高等教育の資格の認定等が

円滑に行われるよう体制を整備している。 

 

○ また，国によって異なる単位数の換算を容易にし，学生の国境を越えた移動を容

易にするための取組が地域単位で推進されており，欧州においては ECTS

（European Credit Transfer and Accumulation System）が，アジア地域においては

UCTS（UMAP Credit Transfer Scheme）や ACTS（ASEAN Credit Transfer System）

の活用が推進されている。 

 

○ このほか，国境を越えた学修や就業の拡大に対応するため，欧州においては各

国の様々な資格間の「翻訳機能」を持ち，域内の資格の比較対照を可能とする共通

枠組み（EQF: European Qualifications Framework）を策定し，異なる国の異なる教

育・訓練制度において取得された資格を学修者・卒業者・教育訓練機関等が比較で

きるように体制整備を進めている。また，ASEAN においても同様に共通枠組み

（AQRF：ASEAN Qualifications Reference Framework）の策定に向けた検討が進め

られており，各地域で学生等の流動性の拡大に対応する取組が進められている。 

 

（３）外国人留学生増加に伴う受入れ審査業務の増大 

○ 我が国における外国人留学生の数は，2000 年に約 6 万 4，000 人であったのが，
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2013 年には約 13 万 5，000 人におよぶ2など，近年急速に増加している。また，派遣

国の約９割は母国語が多様なアジア地域となっている。 

このような状況の中，受入れ大学においては，留学希望者の申請資格要件に係

る審査を円滑に行うために，各国の高等教育を含む教育制度全般に関する正確な

情報や，他国の異なる教育・訓練制度において取得された資格の同等性や証明書

の真正性を評価する審査に際してのノウハウ・経験が必要となっている。 

これは，世界的にも“Foreign Credential Evaluation（FCE）”と呼ばれ，学生の流動

性拡大に伴う重要な業務として位置づけられるようになっており，大学における審査

業務を支援する取組が，一部の公的機関や民間団体により提供されている。 

 

 

３． 現状と課題 

○ このような中，世界を移動する学生を積極的に我が国に呼び込むとともに，我が

国の学生の流動性を高めていくためには，我が国の高等教育に関する情報を正確

かつ分かりやすい形で提供するだけでなく，戦略的に発信していくことが重要となっ

ている。また，外国学位等を自国の学位等と同様に取り扱い，学生が安心して国境

を越えた学修に臨めるようにするためには，各大学がその同等性を評価し認定する

上で必要な外国の教育制度や政策動向についても正確かつ時宜を得て把握してい

くことが重要となる。 

 

○ 我が国の高等教育に関する情報発信に関し，外国人留学生向けの情報について

は，（独）日本学生支援機構による一元的な情報発信体制がある程度確立されてい

る。一方，その他の高等教育関係者（外国の政府・各大学・質保証機関等）に対して

は，これまで文部科学省の各部局や（独）大学評価・学位授与機構等がそれぞれ，

国内外の様々な対象者に向けてウェブサイト等を通じて英語で情報を発信している

が，一元的かつ戦略的な情報発信という面からは，十分な体制が整えられていない。

特に，我が国の学位等の高等教育の資格のみならず，大学以外の高等教育機関

や中等教育機関で取得された資格に関する情報が正確に伝わっていないこと等に

より，各国の大学において我が国の学位等を取得した学生の受入れ審査手続に時

間を要している場合があるなどの指摘がある。 

政府として，2020 年までに我が国の大学生等の海外留学生数を６万人から 12 万

人に倍増させることを目標に掲げている中で，今後は，日本人学生を受け入れる立

場にある外国の高等教育関係者に対し，我が国の学位等の資格並びに教育制度

等に関する正確な情報を一元的にかつ時宜を得て発信できるよう機能強化すること

が重要である。特に，各国の大学，NIC 及び質保証機関等が我が国の高等教育制

                                                   
2 （独）日本学生支援機構「外国人留学生在籍状況調査」 
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度への理解を深めることは，当該国内全体における理解の深化につながることから，

ウェブサイト上での情報発信だけでなく，各国の NIC や高等教育関係者等に対して

戦略的・積極的に情報発信を行うとともに，相互の協力体制を築いていくことが肝要

である。 

 

○ 外国学位等の認定等に係る情報収集の現状について，「『外国での学修履歴の

審査』及び『海外で修得した単位の認定』に関する実態調査」（平成 26 年（独）大学

評価・学位授与機構）によれば，出願資格の確認等の業務に当たり，情報源の確保

に困難又はやや困難を抱えている大学は約８割に上っており，第三者機関に期待

する情報提供の内容として多く挙げられたのは，①一般的な教育制度（学校制度系

統図，教育機関種別，学位制度等），②標準修業年限等となっている。 

また，単位認定の審査過程で利用する情報として多く挙げられたのは，①当該大

学（学部・研究科）に在籍する教員への照会，②当該部署の担当者の経験と知識，

③各大学教員・職員の知見の蓄積，に頼っているという状況である。 

第三者機関に期待する情報提供の内容としては，①一般的な教育制度（学校制

度系統図，教育機関種別，学位制度等），②履修制度（単位制度，成績評価基準，

GPA 制度）等が挙げられている一方，出願者が取得している資格（学位等）の諸外

国における位置づけや海外資格と日本国内の資格（高校卒業資格／学位等）との

同等性を判断するための情報に対する関心は必ずしも高くない。これは，これまで

我が国の大学においては渡日前入試及び入学許可等が積極的になされてこなかっ

たこと等を背景として，諸外国においては重要な業務として認識されている FCE が，

我が国の大学において十分に根付いていないことを示していると言える。 

しかしながら，全学的に国際化を推進している一部の大学においては，留学希望

者の申請資格要件に係る審査を円滑に進めるため，外国学位等の我が国の学位

等との同等性や証明書の真正性を評価する業務が増しており，民間団体からの支

援を受ける動きも出始めている。 

今後「留学生 30 万人計画」の実現に向け，より多くの大学がより多様な形態で

様々な国から留学生をより円滑に受け入れるためには，大学ごとの知見の蓄積に

頼るだけではなく，国全体として各国の高等教育制度に関する主要な情報を蓄積し，

共有していくための体制整備が不可欠である。このことは，先に制度化されたジョイ

ント・ディグリーを可能とするための国際連携教育課程制度を我が国で普及していく

に当たっても，基礎的な体制整備の一つとして求められるものである。 

 

○ このほか，外国学位等の認定に当たって有益な情報収集については，先述のとお

り NIC の設立や単位換算スキーム，域内共通資格枠組みの策定等，世界の国・地

域で様々な取組が進められているところであり，我が国がそのようなルール作りの
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段階から戦略的に関与していくためには，各国・地域の政策動向に関する情報収集

機能を強化するとともに，各国の NIC と信頼関係及び協力体制を築くことが必要で

ある。 

 

 

４． 今後取るべき方策 

○ 世界的潮流に合わせ，我が国の大学における学生の流動性を今後一層向上させ

るためには，国，大学，民間団体等が適切な役割分担の下に連携し，我が国の高

等教育に関する情報について戦略的に発信していくとともに，外国の高等教育に関

する情報について正確かつ時宜を得て収集していくことが必要である。 

 

○ 我が国の高等教育に関する情報発信について，今後国は，各国の大学や NIC，

質保証機関をはじめとした高等教育関係者に対し，一元的・戦略的な情報発信がで

きるよう，適切な体制を整備することが求められる。特に，東京条約の批准に当たっ

ては我が国もNICを設置することが必須となることから，各地域条約に基づく各国の

既設 NIC を参考に，国を代表して情報を発信する主体を，独立行政法人等の公的

機関が担うことをはじめとして早急に整える必要がある。同時に国は，東京条約に

ついて，早急に批准を実現し，率先してアジア太平洋地域の学生の流動性の拡大

に伴う高等教育の質保証に寄与すべきである。また，我が国への留学希望者向け

の情報発信については，我が国の大学における外国語によって学位が取得可能な

課程等に関する情報等の発信が大学や民間の努力において既に進められてきてい

ることから，国はこれらとの適切な連携を図ることも有効である。 

なお，各大学においては，教育研究の連携先・留学先として魅力ある機関である

ことを，質保証に関する取組実績等も含めて主体的に情報発信していくことが期待

される。また，自大学の修了者等が安心して国境を越えた学修等に臨めるよう，学

生が取得した学位等の資格や学修内容等について国際的な透明性・比較可能性を

高めるための取組を行っていくことが期待される。 

 

○ 外国の高等教育に関する情報収集については，我が国の高等教育における学生

の流動性の一層の拡大に向けて，国全体として各国の学位等の高等教育の資格

並びに教育制度に関する主要な情報を蓄積し，共有していくための体制整備が必

要である。具体的には，既存の各機関等の果たしている役割を踏まえ，人的リソー

スの充実やネットワーク化なども視野に入れて，情報収集業務の主体となる機関に

ついて，具体的検討を進める必要がある。 

 また，外国学位等と我が国の学位等との同等性の評価及び認定に係る各大学

における審査業務を支援する体制については，中核的なデータベースの整備につ
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いては国による支援を行いながら，スーパーグローバル大学創成支援事業採択校

等，我が国の留学生受入れにおいて中心的な役割を果たしている大学・関係機関

が協力して開放的な形のコンソーシアムを形成して対応をしていくことが考えられる。

ここでは例えば，外国学位等の同等性の評価に関する各大学の既存データや蓄積

されたノウハウの共有，データベース化による活用，外国学位等の評価業務に関す

る研修，大学間での情報交換や合同研修等を行うことが考えられる。これにより，各

大学において外国学位等の評価業務をより円滑に遂行するための能力が向上して

いくことが期待される。 

 

○ 改めて，世界においては NIC の設立や単位換算スキーム，域内共通資格枠組み

の策定等，国・地域単位で様々な取組が進められているところであり，我が国として，

各国・地域の高等教育政策動向を適時・適切に把握しそのようなルール作りの段階

から戦略的に関与すると同時に，責任ある体制の下で適切な情報の発信を行うこと

により，積極的に学生の流動性の拡大に必要な世界の高等教育の質保証に貢献し

ていくべきである。 


